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令和５年度 事業計画 

 

[基本方針] 

 令和 4 年 9 月 18 日、総務省統計局から発表された「統計からみた我が国の

高齢者」によれば、総人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合（高齢化率）は

29.1%で、令和 3 年 10 月 1 日（人口推計）の高齢化率 28.9％からさらに 0.2 ポ

イント上昇し、過去最高となりました。  

高齢化率は今後も上昇を続け、第 2 次ベビーブーム期〔昭和 46(1971)年～昭

和 49(1974)年〕に生まれた世代が 65 歳以上となる令和 22(2040)年には 35.3%、

65 歳以上人口が減少に転じる令和 24(2042)年以降も高齢化率は上昇を続け、

令和 47(2065)年には 38.4%に達して、国民の約 2.6 人に 1 人が 65 歳以上とな

る社会が到来すると推計されています。  

令和 5 年 2 月の月例経済報告では、「景気は、このところ一部に弱さがみら

れるものの、緩やかに持ち直している。先行きについては、ウィズコロナの下

で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただ

し、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押

しするリスクとなっている。また、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場

の変動等の影響や中国における感染拡大の影響に十分注意する必要がある。」

とされているところです。   

こうした中、シルバー人材センター事業（以下「シルバー事業」という。）で

は、全シ協が策定した「第 2 次 100 万人計画（平成 30 年度から令和 6 年度）」

の 2 年目である令和元年度には、会員数が 10 年ぶりに増加に転じたものの、

令和 2 年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響により、会員数が下げ止ま

らない状況にあることから、当面、一日も早くコロナ前の水準（令和元年度数

値）の会員数に回復させることを目標として取組むこととされています。  

元気な高齢者が地域社会の課題解決の担い手となって活躍するシルバー事

業は、ますますその役割を果たすことが求められており、そうした期待に対し

て、組織の拡大や事業の一層の活性化等、目に見える実績を示すことで応えて

いく必要があり、そのためには「会員の拡大」「就業機会の確保・新たな職域開

拓」が重要な取り組みになっています。  

また、令和 5 年 10 月からのインボイス制度の施行に向け、料金の一部見直

しや業務の効率化等によりシルバー人材センターが安定的な事業運営を確保

できるよう取り組む必要があります。  

これらを踏まえ、シルバー事業が高齢者の受け皿としての機能を十分に発揮

し「地域課題の担い手」を実践できるよう、センターとこれまで以上の連携を

図り、新型コロナウイルス感染症の動向に注視しながらシルバー事業の拡充を
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目指し、以下の重点項目を取り組んでいくこととします。  

[重点項目 ] 

①  会員の拡大  

  令和 5 年度末会員 5,105 人を目標として、会員の入会促進・退会防止に努

める。特に女性会員（シルボンヌ）の 1 割増を目指す。  

②就業機会の拡大  

  契約受注件数及び就業延べ人員について、前年度実績比以上を目標として、

就業機会確保・拡大に取り組む。  

③地域との信頼関係の確立  

 「安全・安心なシルバー事業」の展開を図ることは、シルバー事業遂行の基

幹をなすものであり、組織を挙げて安全対策の推進を図る。また、シルバー

事業として、適正な就業となるよう、適正化に取り組む。さらには、地域の

一員として、ボランティア活動等の社会活動を強化し、地域とのきずなを強

める。  

④消費税における適格請求書等保存方式への的確な対応  

令和 5 年 10 月からのインボイス制度の施行に向け、料金の一部見直しや

業務の効率化等によりシルバー人材センターが安定的な事業運営を確保でき

るよう取り組む。  

 

［個別事業］  

１．シルバー人材センター事業 

 

（１）安全・適正就業の推進 

    「安全・安心なシルバー事業」の確立を図ることは、シルバー事業遂行の基幹をな

すものであり、組織を挙げて安全対策のより一層の推進を図り、重篤事故、傷害事故

の撲滅を図ることが肝要である。そのため、安全・適正就業委員会を核として、安全・

適正就業の推進に係る指導・助言・対策、情報提供を行うとともに、「シルバー人材

センターの適正就業ガイドライン」の周知及び、受注リスト（受注実績一覧表）を活

用した点検・改善等を確実に実施し、安全で適正な就業の徹底を図る。また、新型コ

ロナウイルス感染防止対策を継続するとともに、高齢会員の就業に関してフレイル予

防を含め、会員の健康の確保に努める。 

① 安全・適正就業委員会の開催 

② 安全・適正就業パトロールの実施 

③ ブロック別安全・適正就業担当者会議の開催 

④ 会員安全就業意識啓発の実施（ヒヤリ・ハット体験事例の収集、 

事故分析、安全就業ニュース配付、「安全で適正な就業のために」発行） 

    ⑤ 就業形態適正化点検の実施（自主点検票、受注実績一覧表） 
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（２）就業開拓活動の推進 

    県内全域で高齢者が自らの能力や希望に応じた就業機会を享受できるよう、就業開

拓活動及び新たな就業分野の開拓・拡大、独自事業等に係る指導・助言・援助、情報

提供を行うとともに、アフターコロナを念頭においたＩＣＴの活用等についても積極

的に推進し、高齢者や地域のニーズに合った総合的な就業機会の拡大を図る。 

① 未充足受注や多人数を必要とする大型受注等に対応するための広域調整機能

の強化 

② 就業開拓担当職員等の研修及び具体的助言 

③ 就業開拓ＰＲ活動の実施（就業開拓用物品の作成及び一括発注調整） 

④ 福祉・家事援助サービス事業の推進に係る支援 

⑤ 「介護予防・日常生活支援総合事業」への参入支援 

⑥ 放課後児童クラブにおける育児支援への参入支援 

⑦ 空き家見守りサービス事業（調整）の実施 

（ふるさと納税・徳島県住宅供給公社） 

    ⑧ 地域の特性を活かした独自事業の推進（新規）   

    ⑨ デジタル技術を取り入れた事業展開の推進（新規） 

    ⑩ 徳島県「農×アクティブシニア」健康・農業連携事業の推進（新規） 

    ⑪ 関係機関・関係団体との連携 

 

（３）有料職業紹介事業の推進 

    有料職業紹介事務所（センター）を通じて、臨時的かつ短期的な仕事又はその他の

軽易な業務に係る仕事を希望する県内の高齢者を対象に、有料の職業紹介による就業

機会の提供を行うとともに、求人事業所や求職者の広域調整、県内全域の職業紹介事

業に係る統括管理を行う。 

    ① 職業紹介事業の実施 

    ② 職業紹介担当者会議の開催 

 

（４）労働者派遣事業の推進 

シルバー派遣事業の拡大に伴い、多岐にわたる労働関係法令に適切に対応するとと

もに、県内全域の労働者派遣事業に係る統括管理（労働契約及び労働者派遣契約の管

理、会計の管理、行政への実績報告等）等を行う。 

   ① シルバー派遣事業の拡大と同一労働同一賃金への的確な対応 

 ② シルバー派遣実務担当者会議の開催 

   ③ 高齢法第 39条の業務拡大の指定に係る要望 

④ 衛生委員会の開催 

⑤ シルバー派遣会員に対する教育訓練の実施 
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⑥ シルバー派遣事業運営委員会の開催 

 

（５）普及啓発活動の推進 

  県内全域で効果的かつ効率的な普及啓発活動を推進するため、事業に対する県民各

層の理解が進むようあらゆる機会を通じて「意義・理念」の周知に努めるとともに、

多様な就業ニーズに対応した就業機会に対応するため、会員増強及び退会抑制につい

ても積極的に推進する。とりわけ、喫緊の課題である会員拡大については、女性を最

重点とした入会促進に取り組む。 

①  女性会員拡大・就業拡大部会の開催 

②  目標管理（ＰＤＣＡサイクルによる目標管理）の徹底 

③ 普及啓発促進月間を中心とした啓発活動の展開 

④ 年間を通じた広報活動の展開（マスコミ活用・ＨＰ・リーフレット作成等） 

⑤ 徳島県「ジョブステーション」での普及啓発 

⑥ 事業概要の作成・配付 

⑦ 月刊シルバーの購入・配付 

 

（６）調査研究活動の推進 

   シルバー人材センターの事業運営においては、社会経済情勢の変化に適合した事業

展開を図ることが不可欠であるため、センターはじめ関係機関等の協力を得て、つぎ

の事項について積極的に取り組む。 

① 事業実績等各種データの集計及び分析 

② 関係機関等が開催する調査研究会議への参加（全シ協・四国ブロック） 

 

（７）シルバー事業関係者への能力開発・支援 

    社会経済環境の変化に対応し、シルバー事業を的確に運営することができるよう、

専門的又は実践的な指導・助言、情報提供を行うとともに、それぞれの役割に応じた

知識・企画力の向上を図るための研修等を行う。 

    ① 事業を円滑に推進するための全国及び県内の情報提供 

      ・理事長会議の開催（法人）  ・事務局長会議の開催 

② 安全・適正就業対策における能力開発・支援 

  ・安全・適正就業推進研修会の開催 

    ③ 事業推進に係る事務処理及び会計・税務処理 

      ・会計研修会の開催 

      ・個別訪問によるセンター経理事務実務指導の実施 

      ・インボイス制度への適正な対応 

④ 法令遵守の業務運営及び事務処理 

  ・会計担当者会議の開催 
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  ・フリーランス新法（仮称）への対応（新規） 

     ・行政及び全シ協等の検査・指導への立ち会い及び指導の実施 

・公益社団法人としての適正な運営についての指導相談の実施 

⑤ 県内におけるセンター設置促進活動 

      ・法人化及び広域化の推進 

 

（８）高齢者活躍人材確保育成事業の推進 

センターの新規会員及びセンターを活用する企業を増加させるため、高齢者や企業

に対して、センターを積極的に周知・広報するとともに、実際の就業体験を通じて高

齢者、企業双方のセンターに対する理解を深めること、また高齢者がセンターに興味

を持ち自信を持って就業できるよう必要な技能講習を行う。 

① センターに関する周知・広報 

  高齢者及び企業に対して、センターに関する積極的な周知・広報を実施。 

② 就業体験の実施 

  センターでの就業に関心のある高齢者やセンターの活用に関心のある企業を 

対象に、就業体験を実施。 

③ 技能講習の実施 

  センターでの就業を希望している現にセンター会員でない高齢者が、センター 

会員となり新たな分野で活躍することに興味、自信を持つことができるよう、 

技能講習を実施。 

 

（９）災害ボランティアネットワークの推進 

大災害に備えて設置した「徳島県シルバー人材センター連合 災害ボランティアネ

ットワーク」の整備体制の充実・機能強化を図ることを目的として、つぎの事項につ

いて積極的に取り組む。 

    ① ボランティア項目別登録者の把握 

    ② ボランティア研修会の開催 

２．法人管理事業 

（１）諸会議の開催 

当連合会の維持運営及び事業運営の執行に関して必要な会議を次のとおり開催す

る。 

会   議   名 開催回数 

定時総会 

理事会 

年 １  回 

年 ３ 回 

 

（２）研修会の開催 
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    公益社団法人の役職員としての心構えや役割等についての研修会を、年１回開催す

る。 

 

（３）連合本部事務局機能の充実 

    連合会の適正運営と円滑な事業推進を図るため、連合本部職員の資質向上に努める。 


